
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝ 資 料 編 ＝   



 

 

目次 

１．関連法令等（抜粋）......................................................... 1 

（１）期日前投票に関するもの ................................................. 1 

（２）当日投票に関するもの ................................................... 6 

（３）開票に関するもの....................................................... 9 

（４）その他 ............................................................... 12 

２．警戒レベル ............................................................... 13 

３．大阪府「災害モード」宣言 .................................................. 14 

４．新型コロナウイルス感染症にかかる「大阪モデル」 ............................ 15 

５．豊中市地域防災計画＜令和３年度（2021年度）改正＞（抜粋） ................. 16 

 



資料－1 

 

１．関連法令等（抜粋） 

 

（１）期日前投票に関するもの 

 

○公職選挙法 

（期日前投票） 

第四十八条の二 選挙の当日に次の各号に掲げる事由のいずれかに該当すると見込まれる

選挙人の投票については、第四十四条第一項の規定にかかわらず、当該選挙の期日の公示

又は告示があつた日の翌日から選挙の期日の前日までの間、期日前投票所において、行わ

せることができる。 

一 職務若しくは業務又は総務省令で定める用務に従事すること。 

二 用務（前号の総務省令で定めるものを除く。）又は事故のためその属する投票区の区

域外に旅行又は滞在をすること。 

三 疾病、負傷、妊娠、老衰若しくは身体の障害のため若しくは産褥にあるため歩行が困

難であること又は刑事施設、労役場、監置場、少年院、少年鑑別所若しくは婦人補導院

に収容されていること。 

四 交通至難の島その他の地で総務省令で定める地域に居住していること又は当該地域

に滞在をすること。 

五 その属する投票区のある市町村の区域外の住所に居住していること。 

六 天災1又は悪天候により投票所に到達することが困難であること。 

２ 市町村の選挙管理委員会は、二以上の期日前投票所を設ける場合には、一の期日前投票

所において投票をした選挙人が他の期日前投票所において投票をすることを防止するた

めに必要な措置を講じなければならない。 

３ 天災その他避けることのできない事故により、期日前投票所において投票を行わせる

ことができないときは、市町村の選挙管理委員会は、期日前投票所を開かず、又は閉じる

ものとする。 

４ 市町村の選挙管理委員会は、前項の規定により期日前投票所を開かず、又は閉じる場合

には、直ちにその旨を告示しなければならない。市町村の選挙管理委員会が当該期日前投

票所を開く場合も、同様とする。 

５ 第一項の規定により期日前投票所において投票を行わせる場合における次の表の上欄

に掲げる規定の適用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の下欄に掲げる字句とし、第三十七条第七項及び第五十七条の規定は適用しない。 

                                                   
1 令和 2年 3月 4日付総行管第 94号 

新型コロナウイルス感染症への感染が懸念される状況は、第 6号の事由に該当し、期日前投票

を行うことができると解せられる。 
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第三十八条第一項  二人以上五人以下 二人 

前三日まで の公示又は告示の日 

第三十八条第二項 投票所 期日前投票所 

第三十八条第四項 投票区において、二人以上 期日前投票所において、二人 

第四十二条第一項 

ただし書 

選挙の当日投票所 第四十八条の二第一項の規定による

投票の日、期日前投票所 

第四十五条第一項 選挙の当日、投票所 第四十八条の二第一項の規定による

投票の日、期日前投票所 

第四十六条第一項 

から第三項まで及び

前条第二項 

投票所 期日前投票所 

第五十一条 第六十条 第四十八条の二第六項において準用

する第六十条 

投票所 期日前投票所 

最後 当該投票の日の最後 

第五十三条第一項  投票所 期日前投票所 

閉鎖しなければ 閉鎖しなければならない。ただし、翌

日において引き続き当該投票箱に投

票用紙を入れさせる場合においては、

その日の期日前投票所を開くべき時

刻になったときは、投票管理者は、当

該投票箱を開かなければ 

第五十三条第二項 できない できない。ただし、前項ただし書の規

定により投票箱を開いた場合は、この

限りでない 

第五十五条 投票管理者が同時に当該選挙の開票

管理者である場合を除くほか、投票管

理者は、一人又は数人の投票立会人と

ともに、選挙の当日 

投票管理者は、期日前投票所におい

て、当該期日前投票所を設ける期間の

末日に 

を開票管理者 （以下この条において「投票箱等」と

いう。）を市町村の選挙管理委員会に

送致し、当該投票箱等の送致を受けた

市町村の選挙管理委員会は、選挙の期

日に、当該投票箱等を開票管理者 

６ 第三十九条から第四十一条まで及び第五十八条から第六十条までの規定は、期日前投

票所について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に
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掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第三十九条 市役所 選挙の期日の公示又は告示があつた

日の翌日から選挙の期日の前日まで

の間（二以上の期日前投票所を設け

る場合にあっては、一の期日前投票

所を除き、市町村の選挙管理委員会

の指定した期間）、市役所 

第四十条第一項 午前七時 午前八時三十分 

第四十条第一項ただ

し書 

選挙人の投票の便宜のため必要があ

ると認められる特別の事情のある場

合又は選挙人の投票に支障を来さな

いと認められる特別の事情のある場

合に限り、投票所を開く時刻を二時

間以内の範囲内において繰り上げ若

しくは繰り下げ、又は投票所を閉じ

る時刻を四時間以内の範囲内におい

て繰り上げることができる。 

次の各号に掲げる場合には、当該各

号に定める措置をとることができ

る。 

一 当該市町村の選挙管理委員会が

設ける期日前投票所の数が一であ

る場合 期日前投票所を開く時刻

を二時間以内の範囲内において繰

り上げ、又は期日前投票所を閉じ

る時刻を二時間以内の範囲内にお

いて繰り下げること。 

二 当該市町村の選挙管理委員会が

設ける期日前投票所の数が二以上

である場合（午前八時三十分から

午後八時までの間において、いず

れか一以上の期日前投票所が開い

ている場合に限る。） 期日前投

票所を開く時刻を二時間以内の範

囲内において繰り上げ若しくは当

該時刻を繰り下げ、又は期日前投

票所を閉じる時刻を繰り上げ若し

くは当該時刻を二時間以内の範囲

内において繰り下げること。 

 

第四十条第二項 通知し、かつ、市町村の議会の議員

又は長の選挙以外の選挙にあって

は、直ちにその旨を都道府県の選挙

管理委員会に届け出なければ 

通知しなければ 

第四十一条第一項 から少くとも五日前に、投票所 の公示又は告示の日に、期日前投票

所の場所（二以上の期日前投票所を

設ける場合にあっては、期日前投票

所の場所及び当該期日前投票所を設

ける期間） 
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第四十一条第二項 

  

投票所 期日前投票所 

選挙の当日を除く外、市町村 市町村 

７ 市町村の選挙管理委員会は、期日前投票所を設ける場合には、当該市町村の人口、地

勢、交通等の事情を考慮して、期日前投票所の効果的な設置、期日前投票所への交通手

段の確保その他の選挙人の投票の便宜のため必要な措置を講ずるものとする。 

８ 第一項の場合において、投票録の作成の方法その他必要な事項は、政令で定める。 

 

○公職選挙法施行令 

（期日前投票における関係規定の適用の特例） 

第四十九条の七 法第四十八条の二第一項の規定により期日前投票所において投票を行わ

せる場合における次の表の上欄に掲げる規定の適用については、これらの規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とし、第二十九条第二項の規定

は、適用しない。 

 

第二十五条 氏名（ 氏名並びにこれらの者が職務を行う

べき日（同一の日に 

時間 日及び時間 

第二十七条 氏名並びに 氏名、 

名称（ 名称並びに当該投票立会人の投票に

立ち会うべき日（期日前投票所を設

ける日ごとの当該 

投票所 期日前投票所 

時間 日及び時間 

第二十八条第一項 各投票区 期日前投票所 

投票区の投票所 期日前投票所を設ける期間の初日に

おいて当該期日前投票所 

第二十八条第一項各

号 

投票区の区域 期日前投票所 

第三十一条第二項、

第三十二条、第三十

四条及び第四十条第

一項 

投票所 期日前投票所 

第四十一条第四項 第四十八条第二項 第四十八条の二第五項の規定により

読み替えて適用される法第四十八条

第二項 
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第四十二条 投票所 期日前投票所 

第六十条 第四十八条の二第六項において準用

する法第六十条 

第四十三条 第五十三条第一項 第四十八条の二第五項の規定により

読み替えて適用される法第五十三条

第一項 

投票箱を送致すべき投票立会人（投

票管理者が同時に開票管理者である

場合には、投票管理者の指定した投

票立会人）が保管し 

投票管理者の指定した投票立会人が

封印をし 

保管しなければ 封印をしなければ 

第四十四条 開票管理者 市町村の選挙管理委員会 

投票所 期日前投票所 

ならない ならない。ただし、投票管理者が投

票箱の保管のため必要があると認め

るときは、この限りでない 

第四十四条の二第一

項 

は、法第五十五条又は第五十六条 及び市町村の選挙管理委員会は、法

第四十八条の二第五項の規定により

読み替えて適用される法第五十五条 

第四十四条の二第六

項及び第七項 

選挙の当日 期日前投票所において、当該期日前

投票所を設ける期間の末日に 

 

（期日前投票所を開かず、又は閉じる場合等の通知） 

第四十九条の九 市町村の選挙管理委員会は、法第四十八条の二第三項の規定により期日

前投票所を開かず、又は閉じる場合には、直ちにその旨を当該期日前投票所の投票管理

者及び関係のある開票管理者に通知しなければならない。市町村の選挙管理委員会が当

該期日前投票所を開く場合も、同様とする。 
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（２）当日投票に関するもの 

 

○公職選挙法 

（投票管理者） 

第三十七条 各選挙ごとに、投票管理者を置く。 

２ 投票管理者は、選挙権を有する者の中から市町村の選挙管理委員会の選任した者をも

つて、これに充てる。 

３ 衆議院議員の選挙において、小選挙区選出議員の選挙と比例代表選出議員の選挙を同

時に行う場合においては、市町村の選挙管理委員会は、小選挙区選出議員についての投票

管理者を同時に比例代表選出議員についての投票管理者とすることができる。 

４ 参議院議員の選挙において、選挙区選出議員の選挙と比例代表選出議員の選挙を同時

に行う場合においては、市町村の選挙管理委員会は、選挙区選出議員についての投票管理

者を同時に比例代表選出議員についての投票管理者とすることができる。 

５ 投票管理者は、投票に関する事務を担任する。 

６ 投票管理者は、選挙権を有しなくなったときは、その職を失う。 

７ 市町村の選挙管理委員会は、市町村の区域を分けて数投票区を設けた場合には、政令で

定めるところにより一以上の投票区を指定し、当該指定した投票区の投票管理者に、政令

で定めるところにより、当該投票区以外の投票区に属する選挙人がした第四十九条の規

定による投票に関する事務のうち政令で定めるものを行わせることができる。 

（投票立会人） 

第三十八条 市町村の選挙管理委員会は、各選挙ごとに、選挙権を有する者の中から、本人

の承諾を得て、二人以上五人以下の投票立会人を選任し、その選挙の期日前三日までに、

本人に通知しなければならない。 

２ 投票立会人で参会する者が投票所を開くべき時刻になっても二人に達しないとき又は

その後二人に達しなくなったときは、投票管理者は、選挙権を有する者の中から二人に達

するまでの投票立会人を選任し、直ちにこれを本人に通知し、投票に立ち会わせなければ

ならない。 

３ 当該選挙の公職の候補者は、これを投票立会人に選任することができない。 

４ 同一の政党その他の政治団体に属する者は、一の投票区において、二人以上を投票立会

人に選任することができない。 

５ 投票立会人は、正当な理由がなければ、その職を辞することができない。 

（投票所） 

第三十九条 投票所は、市役所、町村役場又は市町村の選挙管理委員会の指定した場所に設

ける。 

（投票所の開閉時間） 

第四十条 投票所は、午前七時に開き、午後八時に閉じる。ただし、市町村の選挙管理委員
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会は、選挙人の投票の便宜のため必要があると認められる特別の事情のある場合又は選

挙人の投票に支障を来さないと認められる特別の事情のある場合に限り、投票所を開く

時刻を二時間以内の範囲内において繰り上げ若しくは繰り下げ、又は投票所を閉じる時

刻を四時間以内の範囲内において繰り上げることができる。 

２ 市町村の選挙管理委員会は、前項ただし書の場合においては、直ちにその旨を告示する

とともに、これをその投票所の投票管理者に通知し、かつ、市町村の議会の議員又は長の

選挙以外の選挙にあっては、直ちにその旨を都道府県の選挙管理委員会に届け出なけれ

ばならない。 

（投票所の告示） 

第四十一条 市町村の選挙管理委員会は、選挙の期日から少なくとも五日前に、投票所を告

示しなければならない。 

２ 天災その他避けることのできない事故に因り前項の規定により告示した投票所を変更

したときは、選挙の当日を除く外2、市町村の選挙管理委員会は、前項の規定にかかわら

ず、直ちにその旨を告示しなければならない。 

（選挙権のない者の投票） 

第四十三条 選挙の当日（第四十八条の二の規定による投票にあっては、投票の当日）、選

挙権を有しない者は、投票をすることができない。 

（繰延投票） 

第五十七条 天災その他避けることのできない事故により、投票所において、投票を行うこ

とができないとき、又は更に投票を行う必要があるときは、都道府県の選挙管理委員会

（市町村の議会の議員又は長の選挙については、市町村の選挙管理委員会）は、更に期日

を定めて投票を行わせなければならない。この場合において、当該選挙管理委員会は、直

ちにその旨を告示するとともに、更に定めた期日を少なくとも二日前に告示しなければ

ならない。 

２ 衆議院議員、参議院議員又は都道府県の議会の議員若しくは長の選挙について前項に

規定する事由を生じた場合には、市町村の選挙管理委員会は、当該選挙の選挙長（衆議院

比例代表選出議員若しくは参議院比例代表選出議員の選挙又は参議院合同選挙区選挙に

ついては、選挙分会長）を経て都道府県の選挙管理委員会にその旨を届け出なければなら

ない。 

（投票所に出入し得る者） 

第五十八条 選挙人、投票所の事務に従事する者、投票所を監視する職権を有する者又は当

                                                   
2 選挙の当日天災その他避けることのできない事故によって投票所を使用することができなく

なったような事態が発生しても、当日の投票所の変更は許されないことを意味する。このよう 

な場合は、法第 57 条の規定によって繰延投票を行わなければならない。選挙当日の投票所の

変更を認めていないのは、短時間の間にこれの周知徹底に充分な方法を採り得ないこと、また

さらには、投票箱の移動などに伴ってこれらの事務の公正を害されることを防止しようとした

ものと考えられる。（逐条解説より） 
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該警察官でなければ、投票所に入ることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、選挙人の同伴する子供（幼児、児童、生徒その他の年齢満十

八年未満の者をいう。以下この項において同じ。）は、投票所に入ることができる。ただ

し、投票管理者が、選挙人の同伴する子供が投票所に入ることにより生ずる混雑、けん騒

その他これらに類する状況から、投票所の秩序を保持することができなくなるおそれが

あると認め、その旨を選挙人に告知したときは、この限りでない。 

３ 選挙人を介護する者その他の選挙人とともに投票所に入ることについてやむを得ない

事情がある者として投票管理者が認めた者についても、前項本文と同様とする。 

 

○公職選挙法施行令 

（投票管理者の職務代理者又は職務管掌者の選任） 

第二十四条 市町村の選挙管理委員会は、投票管理者に事故があり、又は投票管理者が欠け

た場合において、その職務を代理すべき者を、選挙権を有する者の中から、あらかじめ選

任しておかなければならない。 

２ 市町村の選挙管理委員会の委員長は、投票管理者及びその職務を代理すべき者に共に

事故があり、又はこれらの者が共に欠けた場合には、直ちに当該市町村の選挙管理委員又

は選挙管理委員会の書記の中から、臨時に投票代理者の職務を管掌すべき者を選任しな

ければならない。 

（投票管理者又はその職務代理者の氏名等の告示） 

第二十五条 市町村の選挙管理委員会は、法第三十七条第二項又は前条第一項の規定によ

り投票管理者又はその職務を代理すべき者を選任した場合には、直ちにその者の住所及

び氏名（中略）を告示しなければならない。 
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（３）開票に関するもの 

 

○公職選挙法 

（開票管理者） 

第六十一条 各選挙ごとに、開票管理者を置く。 

２ 開票管理者は、当該選挙の選挙権を有する者の中から市町村の選挙管理委員会の選任

した者をもつて、これに充てる。 

３ 衆議院議員の選挙において、小選挙区選出議員の選挙と比例代表選出議員の選挙を同

時に行う場合においては、市町村の選挙管理委員会は、小選挙区選出議員についての開票

管理者を同時に比例代表選出議員についての開票管理者とすることができる。 

４ 参議院議員の選挙において、選挙区選出議員の選挙と比例代表選出議員の選挙を同時

に行う場合においては、市町村の選挙管理委員会は、選挙区選出議員についての開票管理

者を同時に比例代表選出議員についての開票管理者とすることができる。 

５ 開票管理者は、開票に関する事務を担任する。 

６ 開票管理者は、当該選挙の選挙権を有しなくなったときは、その職を失う。 

（開票立会人） 

第六十二条 公職の候補者（衆議院小選挙区選出議員の選挙にあっては候補者届出政党（第

八十六条第一項又は第八項の規定による届出をした政党その他の政治団体をいう。以下

同じ。）及び公職の候補者（候補者届出政党の届出に係るものを除く。）、衆議院比例代表

選出議員の選挙にあっては衆議院名簿届出政党等、参議院比例代表選出議員の選挙にあ

っては参議院名簿届出政党等）は、当該選挙の開票区ごとに、当該開票区の区域の全部又

は一部をその区域に含む市町村の選挙人名簿に登録された者の中から、本人の承諾を得

て、開票立会人となるべき者一人を定め、その選挙の期日前三日までに、市町村の選挙管

理委員会に届け出ることができる。ただし、同一人を当該選挙の他の開票区における開票

立会人となるべき者及び当該選挙と同じ日に行われるべき他の選挙における開票立会人

となるべき者として届け出ることはできない。 

２ 前項の規定により届出のあつた者（次の各号に掲げる事由が生じたときは、当該各号に

定めるものの届出に係る者を除く。以下この条において同じ。）が、十人を超えないとき

は直ちにその者をもつて開票立会人とし、十人を超えるときは届出のあつた者の中から

市町村の選挙管理委員会がくじで定めた者十人をもつて開票立会人としなければならな

い。 

一 公職の候補者（候補者届出政党の届出に係るものを除く。以下この号において同じ。）

が死亡したとき、第八十六条第九項若しくは第八十六条の四第九項の規定により公職

の候補者の届出が却下されたとき又は第八十六条第十二項若しくは第八十六条の四第

十項の規定により公職の候補者がその候補者たることを辞したとき（第九十一条第二

項又は第百三条第四項の規定によりその候補者たることを辞したものとみなされる場
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合を含む。） 当該公職の候補者 

二 候補者届出政党の届出に係る候補者が死亡したとき、第八十六条第九項の規定によ

り候補者届出政党がした候補者の届出が却下されたとき又は同条第十一項の規定によ

り候補者届出政党が候補者の届出を取り下げたとき（第九十一条第一項又は第百三条

第四項の規定により公職の候補者の届出が取り下げられたものとみなされる場合を含

む。） 当該候補者届出政党 

三 衆議院名簿届出政党等につき第八十六条の二第十項の規定による届出があつたとき

又は同条第十一項の規定による却下があつたとき 当該衆議院名簿届出政党等 

四 参議院名簿届出政党等につき第八十六条の三第二項において準用する第八十六条の

二第十項の規定による届出があつたとき又は第八十六条の三第二項において準用する

第八十六条の二第十一項の規定による却下があつたとき 当該参議院名簿届出政党等 

３ 同一の政党その他の政治団体に属する公職の候補者の届出にかかる者は、一の開票区

において、三人以上開票立会人となることができない。 

４ 第一項の規定により届出のあつた者で同一の政党その他の政治団体に属する公職の候

補者の届出にかかるものが三人以上あるときは、第二項の規定にかかわらず、その者の中

で市町村の選挙管理委員会がくじで定めた者二人以外の者は、開票立会人となることが

できない。 

５ 第二項又は前項の規定により開票立会人が定まった後、同一の政党その他の政治団体

に属する公職の候補者の届出にかかる開票立会人が三人以上となったときは、市町村の

選挙管理委員会がくじで定めた者二人以外の者は、その職を失う。 

６ 第二項、第四項又は前項の規定によるくじを行うべき場所及び日時は、市町村の選挙管

理委員会において、予め告示しなければならない。 

７ 第二項各号に掲げる事由が生じたときは、当該各号に定めるものの届出に係る開票立

会人は、その職を失う。 

８ 都道府県の選挙管理委員会が第十八条第二項の規定により市町村の区域を分けて、又

は数市町村の区域の全部若しくは一部を合わせて、開票区を設ける場合において、当該開

票区を選挙の期日前二日から選挙の期日の前日までの間に設けたときは市町村の選挙管

理委員会において、当該開票区を選挙の期日以後に設けたときは開票管理者において、当

該開票区の区域の全部又は一部をその区域に含む市町村の選挙人名簿に登録された者の

中から三人以上十人以下の開票立会人を選任し、直ちにこれを本人に通知し、開票に立ち

会わせなければならない。ただし、同一の政党その他の政治団体に属する者を三人以上選

任することができない。 

９ 第二項の規定による開票立会人が三人に達しないとき又は開票立会人が選挙の期日の

前日までに三人に達しなくなったときは市町村の選挙管理委員会において、開票立会人

が選挙の期日以後に三人に達しなくなったとき又は開票立会人で参会する者が開票所を

開くべき時刻になっても三人に達しないとき若しくはその後三人に達しなくなったとき
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は開票管理者において、その開票区の区域の全部又は一部をその区域に含む市町村の選

挙人名簿に登録された者の中から三人に達するまでの開票立会人を選任し、直ちにこれ

を本人に通知し、開票に立ち会わせなければならない。ただし、同項の規定による開票立

会人を届け出た公職の候補者の属する政党その他の政治団体、同項の規定による開票立

会人を届け出た候補者届出政党、衆議院名簿届出政党等若しくは参議院名簿届出政党等

又は市町村の選挙管理委員会若しくは開票管理者の選任した開票立会人の属する政党そ

の他の政治団体と同一の政党その他の政治団体に属する者を当該公職の候補者、候補者

届出政党、衆議院名簿届出政党等若しくは参議院名簿届出政党等の届出に係る開票立会

人又は市町村の選挙管理委員会若しくは開票管理者の選任に係る開票立会人と通じて三

人以上選任することができない。 

１０ 当該選挙の公職の候補者は、開票立会人となることができない。 

１１ 開票立会人は、正当な理由がなければ、その職を辞することができない。 

（開票所の設置） 

第六十三条 開票所は、市役所、町村役場又は市町村の選挙管理委員会の指定した場所に設

ける。 

（開票の場所及び日時の告示） 

第六十四条 市町村の選挙管理委員会は、予め開票の場所及び日時を告示しなければなら

ない。 

（開票日） 

第六十五条 開票は、すべての投票箱の送致を受けた日又はその翌日に行う。 

（繰延開票） 

第七十三条 第五十七条第一項前段3及び第二項の規定は、開票について準用する。 

 

○公職選挙法施行令 

（開票管理者の職務代理者又は職務管掌者の選任） 

第六十七条 市町村の選挙管理委員会は、開票管理者に事故があり、又は開票管理者が欠け

た場合において、その職務を代理すべき者を、当該選挙の選挙権を有する者の中から、あ

らかじめ選任しておかなければならない。 

２ 市町村の選挙管理委員会の委員長は、開票管理者及びその職務を代理すべき者に共に

事故があり、又はこれらの者が共に欠けた場合には、直ちに当該市町村の選挙管理委員又

は選挙管理委員会の書記の中から、臨時に開票管理者の職務を管掌すべき者を選任しな

ければならない。 

                                                   

3 繰延開票にかかる告示について、法第 57 条第 1 項後段「この場合において、当該選挙管理委

員会は、直ちにその旨を告示するとともに、更に定めた期日を少なくとも二日前に告示しなけ

ればならない。」は該当しないため、第 64 条に基づき「予め」場所、日時を告示すればよい。 
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（４）その他 

 

○地方自治法 

（委員長） 

第１８７条 選挙管理委員会は、委員の中から委員長を選挙しなければならない。 

２ 委員長は、委員会に関する事務を処理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長の指定する委員がその

職務を代理する。 

（招集） 

第１８８条 選挙管理委員会は、委員長がこれを招集する。委員から委員会の招集の請求

があるときは、委員長は、これを招集しなければならない。 

（会議） 

第１８９条 選挙管理委員会は、三人以上の委員が出席しなければ、会議を開くことがで

きない。 

２ 委員長及び委員は、自己若しくは父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくはこれらの者

の従事する業務に直接の利害関係のある事件については、その議事に参与することがで

きない。但し、委員会の同意を得たときは、会議に出席し、発言することができる。 

３ 前項の規定により委員の数が減少して第一項の数に達しないときは、委員長は、補充

員でその事件に関係のないものを以て第百八十二条第三項の順序により、臨時にこれに

充てなければならない。委員の事故に因り委員の数が第一項の数に達しないときも、ま

た、同様とする。 

（表決） 

第１９０条 選挙管理委員会の議事は、出席委員の過半数を以てこれを決する。可否同数

のときは、委員長の決するところによる。 

 

○地方自治法施行令 

（議決に代る委員長の専決処分） 

第１３７条 選挙管理委員会が成立しないとき、委員会を招集する暇がないと認めると

き、又は地方自治法第百八十九条第二項の規定による排斥のため同条第三項の規定によ

り臨時に補充員を委員に充ててもなお会議を開くことができないときは、委員長は、委

員会の議決すべき事件を処分することができる。 

２ 前項の規定による処分については、委員長は、次の会議においてこれを委員会に報告

し、その承認を求めなければならない。 
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２．警戒レベル 
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３．大阪府「災害モード」宣言 
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４．新型コロナウイルス感染症にかかる「大阪モデル」令和 5年 5月 8日終了 
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５．豊中市地域防災計画＜令和３年度（2021年度）改正＞（抜粋） 

 

 第３編 災害応急対策計画 

  第１部 地震災害応急対策計画 
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第２部 風水害応急対策計画 
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